
全体 （単位：円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 289,293,464 固定負債 179,460,600

有形固定資産 250,418,522 地方債 -
事業用資産 - 長期未払金 -

土地 - 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 - その他 179,460,600
建物減価償却累計額 - 流動負債 175,507,591
工作物 - 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 -
航空機 - 預り金 178,591
航空機減価償却累計額 - その他 175,329,000
その他 - 354,968,191
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 299,422,063

インフラ資産 - 余剰分（不足分） 11,156,666,166
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 356,922,200
物品減価償却累計額 △ 106,503,678

無形固定資産 31,151,146
ソフトウェア 31,151,146
その他 -

投資その他の資産 7,723,796
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 8,507,839
長期貸付金 -
基金 -

減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 △ 784,043

流動資産 11,521,762,956
現金預金 11,506,730,538
未収金 5,252,947
短期貸付金 -
基金 10,128,599

財政調整基金 10,128,599
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 349,128 11,456,088,229

11,811,056,420 11,811,056,420
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
貸借対照表

科目 科目

負債合計

（令和 7年 3月31日現在）



全体 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

科目 金額

-

293,414,130,501

9,140,307,061

34,433,187

13,436,771

-

-

20,996,416

3,824,243,907

3,746,729,829

-

77,514,078

428,362,388

5,281,629,967

-

1,041,539

5,280,588,428

284,273,823,440

632,217,414

283,641,606,026

-

-

428,362,388

-

-

-

292,985,768,113

292,985,768,113

-

-

-

-

-

-

-



全体 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 342,630,186 12,480,725,517

純行政コスト（△） △ 292,985,768,113

財源 291,618,500,639

税収等 172,525,827,132

国県等補助金 119,092,673,507

本年度差額 △ 1,367,267,474

固定資産等の変動（内部変動） △ 43,208,123 43,208,123

有形固定資産等の増加 37,707,304 △ 37,707,304

有形固定資産等の減少 △ 77,514,078 77,514,078

貸付金・基金等の増加 1,831,192 △ 1,831,192

貸付金・基金等の減少 △ 5,232,541 5,232,541

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - -

本年度純資産変動額 △ 43,208,123 △ 1,324,059,351

本年度末純資産残高 299,422,063 11,156,666,166

12,823,355,703

△ 292,985,768,113

291,618,500,639

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

科目 合計

△ 1,367,267,474

11,456,088,229

-

172,525,827,132

119,092,673,507

-

-

△ 1,367,267,474



【様式第4号】

全体 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 293,333,702,852

業務費用支出 9,059,892,264

人件費支出 34,433,187

物件費等支出 3,746,729,829

支払利息支出 -

その他の支出 5,278,729,248

移転費用支出 284,273,810,588

補助金等支出 632,217,414

社会保障給付支出 283,641,593,174

他会計への繰出支出 -

その他の支出 -

業務収入 292,044,970,589

税収等収入 172,525,827,132

国県等補助金収入 119,092,673,507

使用料及び手数料収入 -

その他の収入 426,469,950

臨時支出 -

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 △ 1,288,732,263

【投資活動収支】

投資活動支出 37,718,867

公共施設等整備費支出 37,707,304

基金積立金支出 11,563

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 -

国県等補助金収入 -

基金取崩収入 -

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 -

その他の収入 -

投資活動収支 △ 37,718,867

【財務活動収支】

財務活動支出 -

地方債償還支出 -

その他の支出 -

財務活動収入 -

地方債発行収入 -

その他の収入 -

財務活動収支 -

△ 1,326,451,130

12,833,003,077

11,506,551,947

前年度末歳計外現金残高 134,595

本年度歳計外現金増減額 43,996

本年度末歳計外現金残高 178,591

本年度末現金預金残高 11,506,730,538

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額



 
 

全体財務書類：注記 

 

１．重要な会計方針 

 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････････････････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････････････････････････････再調達原価 

②無形固定資産･････････････････････････････････････････････‥･･･････取得原価 

 

(2)有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 10 年 

物品 5 年～6 年 

②無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････････････････････････定額法 

 

(3)引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

 

(4)全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

 

(5)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

  



 
 

 

２．追加情報 

 

(1)連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一般会計等 一般会計 全部連結 - 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

連結の方法は次のとおりです。 

①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

(2)出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整し

ています。 

 

(3)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

範囲：売却予定とされている公共資産 

今年度該当する公共資産はありません。 



①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

-                          

4                          

4                          -                           2                           合計 -                           -                           2                           -                           -                           

-                           -                           

 物品 -                           -                           2                           -                           -                           -                           2                           

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　土地 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

 インフラ資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　航空機 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　浮標等 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　船舶 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　立木竹 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　土地 -                           -                           -                           -                           -                           

合計

 事業用資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

-                           250,418,522            

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 321,376,442            -                           -                           321,376,442            70,957,920              

-                           -                           

 物品 321,376,442            -                           -                           321,376,442            70,957,920              -                           250,418,522            

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　土地 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

 インフラ資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　航空機 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　浮標等 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　船舶 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           

-                           -                           

　　立木竹 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

　  土地 -                           -                           -                           -                           -                           

【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



③基金の明細 （単位：円）

財政調整基金 10,128,599 -                         -                         -                         10,128,599            10,128,599            

合計 10,128,599            -                         -                         -                         10,128,599            10,128,599            

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



④長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑤未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【未収金】 【未収金】

その他の未収金 その他の未収金

返納金未収金 8,507,839 △ 784,043 返納金未収金 5,252,947 △ 349,128

合計 8,507,839 △ 784,043 合計 5,252,947 △ 349,128



（２）負債項目の明細

①引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（固定資産） 645,653                 2,643,223               0 2,504,833               784,043                 

徴収不能引当金（流動資産） 91,632                   257,496                 0 349,128                 

合計 737,285                 2,900,719               0 2,504,833               1,133,171               

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．全体行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

研修等参加者負担金

広域連合協議会分担金

職員人件費負担金

事務所管理費負担金

光熱水費等負担金

空調設備改修工事負担金

J-LISサービス利用負担金

保険者協議会負担金

レセプト保管場所光熱水費負担金

オンライン資格確認等システム負担金

クラウド集約機関運営負担金

特別高額医療費共同事業拠出金

特別高額医療費共同事業事務費拠出金

出産育児支援金

健康情報データバンクシステム負担金

円滑運営補助金
（令和6年保険料改定に伴う周知広報に係
る経費分）

円滑運営補助金                          （長
寿・健康増進事業分）

訪問口腔健診補助金 309,000
要介護3～5の認定を受け、口腔健診を受診することが困難な在宅の被保険者を対象として、
訪問口腔健診を実施する市町村を補助するため

可児市　ほか3市町

その他の補助金等

岐阜市 384,749 執務室（岐阜市柳津地域事務所）の光熱水費等の内広域連合の負担分

岐阜市 308,783 執務室（岐阜市柳津地域事務所）の空調設備改修費の内広域連合の負担分

実施者 37,400 研修等の参加者負担金

全国後期高齢者医療広域連合協議会 50,000 全国広域連合協議会に対する47広域連合一律の分担金

国民健康保険中央会 3,569,000
電算処理システムをクラウド環境へ移行し、本稼働することに伴う運用業務を国民健康保険中
央会にて、集約して実施するために必要な費用を負担するため。

医療保険分野におけるマイナンバー情報連携等の事務の効率化を図る必要から、取りまとめ
機関が保有する医療保険者向け中間サーバー等の運営に要する費用を負担するため

地方公共団体情報システム機構 45,000 

岐阜市ほか19市町村 199,354,129 職員派遣元の市町村への人件費負担分

岐阜市 1,897,971 執務室（岐阜市柳津地域事務所）の管理費の内広域連合の負担分

岐阜県保険者協議会 249,000 岐阜県保険者協議会に対する関係者応分の負担金

大垣市 7,236 レセプトの保管場所確保のため

岐阜市　ほか19市町 6,848,156
被保険者の健康の保持増進を目的に、積極的に健診受診啓発等に取り組む市町村を補助す
るため

大垣市　ほか8市町 239,559
令和6年度保険料決定通知書送付時に同封する制度改正リーフレットの封緘・郵送等に係る
かかり増し経費について、市町村を補助するため

 国民健康保険中央会 177,439,539 高額な医療費の給付によるリスクを緩和し、財政運営の安定化を図るため

4,247,856
被保険者に関するレセプトデータ・健康診査データを管理する健康情報データバンクシステム
を活用し、高齢者の健康づくりや医療費適正化に取組むため

 国民健康保険中央会 145,482 高額な医療費の給付によるリスクを緩和し、財政運営の安定化を図るため

 岐阜県国民健康保険団体連合会

社会保険診療報酬支払基金 225,233,090
子育てを全世代で支援する観点から、後期高齢者医療制度が出産育児支援金に係る費用の
一部を支援するため

合計 632,217,414

国民健康保険中央会 11,851,464

（単位：円）

区分 相手先 金額 支出目的



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

270,778,978       

270,778,978       

58,729,885,964

113,325,525,000

199,637,190

172,255,048,154 

国庫支出金 94,957,793,189

県支出金 24,134,880,318

計 119,092,673,507 

119,092,673,507 

291,347,721,661 

３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計
税収等 分担金及び負担金

合計

後期高齢者医療
特別会計

税収等

市町村支出金

支払基金交付金

特別高額医療費共同事業交付金

合計

小計

国県等補助金

経常的
補助金

小計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 292,985,768,113 117,084,524,266 - 175,898,343,128 2,900,719          

有形固定資産等の増減 △ 39,806,774 - - △ 39,806,774 - 

貸付金・基金等の増減 △ 3,401,349 - - △ 3,401,349 - 

その他 - - - - - 

合計 292,942,559,990 117,084,524,266 - 175,855,135,005 2,900,719 

金額

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分
内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -                                     

要求払預金 74,118,916                        

定期預金 11,432,433,031                  

合計 11,506,551,947                  

４．全体資金収支計算書の内容に関する明細


